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① ターゲットとする事業者とは？

（例）EMSに取り組んだことのない全国の中小事業者

② 改訂の中心に据える視点とは？
（視点例）
環境負荷低減と環境経営の有効性向上
ガイドラインの分量や表現
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事業者を取り巻く状況・課題 改訂版ガイドラインによる事業者支援

■CO2削減の重要性アップ
•日本：2030年までに温室効果ガスを26%削減
（2013年度比）
•世界：グローバルサプライチェーン企業のCO2重視
• ISO14001改訂（事業活動への統合、リスク）

■現行ガイドラインのレベル
•多様な事業者が取り組みを実施
•事業者自身の独力による理解が困難

■EA21取組のメリットの理解不足
•環境分野でのメリットの理解不足
•自社事業にとってのメリットの見えにくさ

■EA21における事業者への支援体制の問題

•中央事務局、地域事務局、審査人の、事業者支援と
いう視点からの体制・役割・責任の明確化

■CO2削減への対応力向上
• EA21によるCO2削減を促す取組の強化（データの精度・
互換性の向上）
•長期的な視点からの、EA21取組によるメリットの打ち出し
•改訂版ISO14001との比較・検討

■現行ガイドラインのレベルの見直し
•要求事項の適用の柔軟性の向上

•審査人の支援による事業者の理解度向上（審査人の力
量等の向上）
•エコアクション21 CO2削減プログラム実証事業（通称：
Eco‐CRIP（エコクリップ））の成果の活用

■EA21取組のメリットの理解力向上

•将来的な環境分野でのメリットや社会的責任の重要性の
打ち出し
•経営にリンクしたメリットの打ち出し（例1：環境情報のコス
ト情報への変換等、例2：経営視点からの取組のスパイラ
ルアップのための工夫）

EA21の普及の促進
事業者のための改訂版ガイドライン＝「第2章：事業者支援体制の見直し強化」、「第3章：事業者の取り組みやすさ向上」
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■ EA21における事業者への支援体制の強化

•事業者支援という視点に基づく、中央事務局、地域事務
局、審査人の体制・役割・責任の見直し・強化
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事業者

第2回、第3回作業部会で内容を改訂・充足


